
『行政とNPOの協働マニュアル』の改訂について（案）

○現行の『行政とNPOの協働マニュアル』については、平成17年３月に作成し20年以上が経過。現在の社会情
勢や行政・ＮＰＯ・企業等の関係性の変化に対応できていない。

○記載内容をアップデートするとともに、資金調達に関する実践的な記述も盛り込んだマニュアルを整備する。

１現行の『行政とNPOの協働マニュアル』（H17.3）

内容
• 主に行政職員に向けた、ＮＰＯの特徴や協働を進めるプロセ
スに重点を置き解説するマニュアル

• 県内ＮＰＯの活動状況や、県の支援施策・組織体制等の紹介

課題
• 東日本大震災後の状況変化を反映していない
• 財源・資金調達に関する視点が不足（復興関係の補助金終了
後の資金調達手法等）

想定読者層の拡大
• 行政職員向けにとどまらず、NPO等当事者の方にも活用い
ただけるマニュアルへ

新たな資金調達方法
• 補助金・委託以外の資金調達手法に関する解説の充実
（クラウドファンディング、包括遺贈等）

協働事例の追加・更新
• 対行政のみならず、企業など多様な主体を巻き込んだ協働
事例の充実（プロボノ人材の受け入れ等）
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参考：『行政とNPOの協働マニュアル』(H17.3 宮城県)から抜粋
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